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馬英九国民党政権の発足

たけ うち たか ゆき いけ がみ ひろし

竹 内 孝 之・池 上 �

概 況

中国国民党（以下，国民党）は１月の立法委員選挙で圧勝した。３月の総統選挙

でも馬英九，蕭萬長ペアが史上最高の得票率で民進党の謝長廷，蘇貞昌ペアを下

し，国民党は８年ぶりに政権を奪還した。しかし，監察院，考試院人事や尖閣諸

島をめぐる日本との緊張など，馬総統の指導力が問われた場面もあった。経済不

況や公約の経済目標の棚上げにより，７月には支持率が急落した。

経済では，２００８年の第３，第４四半期がマイナス成長になったことで，通年の実

質経済成長率は０．１％となった。アメリカ発の金融危機の影響が及び，政府では

公共投資や消費券の発行など多くの景気政策を実施した。対中関係では，２度の

交渉で長年の懸案事項であった「三通」がほぼ解禁されることになった。

馬政権は中国との関係改善を図った。新任の江丙坤海峡交流基金会（以下，海

基会）董事長（理事長）が訪中し，中国側の陳雲林海峡両岸交流基金会（以下，海協

会）会長や胡錦濤国家主席（会見時の肩書きは中国共産党［以下，中共］総書記）

と会談した。両会トップの会談も１０年ぶりであった。また，胡中国国家主席が４

月の博鰲（ボアオ）・アジアフォーラムで蕭萬長・次期副総統と，１０月のアジア太

平洋経済協力（APEC）リマ会議で連戦・元副総統と会見したことも特筆すべき出

来事である。しかし，中国製粉ミルクのメラミン混入事件は台湾でも大きな問題

となり，陳海協会会長の来訪時には大規模な反中国デモ活動が展開された。

国 内 政 治

立法委員選挙での国民党圧勝と公民投票をめぐる混乱

１月１２日，立法委員選挙と公民投票が行われた。立法委員選挙は初めて小選挙

区比例代表並立制で行われた。同制度では「原住民族」（先住民）枠に６議席（小
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選挙区数の８．２％に相当），各県市に最低１議席が割り当てられた。しかし，原住

民族の人口比率は２％にすぎない。また同じ１選挙区とされた新竹県と連江県の

間には人口規模の差が約５０倍もあり，１票の価値の格差がきわめて大きい。これ

らの過疎地域や原住民族枠は国民党の地盤である。

国民党は全議席数の７１％に当たる８１議席を獲得し，正副総統罷免の発案要件（立

法委員の３分の２，７６議席）を超えた（表１）。また，同党と共闘した親民党は他に

単独で１人を当選させ，無党団結連盟の当選者３人も国民党に近い。彼らを取り

込めば，憲法改正も発案できる（同じく４分の３，８５議席が要件）。これには国民党

寄りの日刊紙『聯合報』も一党独裁ならぬ「一党独大」だと揶揄した。

一方，民進党は台北市を除く北・中部で全滅し，南部でも苦戦し，比例区との

合計でも２７議席にとどまった。このため，陳水扁総統は民進党主席を引責辞任し，

後任には謝長廷総統候補が就任した。なお，台湾団結連盟（以下，台連）は民進党

と選挙協力せず，独自に候補者を擁立したが，全員落選した。

公民投票には，国民党の不正資産に対する追及の是非を問う第３案（民進党提

案）と陳政権の腐敗に対する追及の是非を問う第４案（国民党提案）があった。投

票所での用紙配布や投票の順序について，中央選挙委員会は立法委員選挙と公民

投票の用紙配布と投票を１段階で行うとした。しかし，国民党は，１段階方式で

は有権者が混乱するため，選挙と公民投票ごとに用紙配布と投票を行う２段階方

式を主張した。国民党の首長がいる県市も２段階方式を強行する姿勢をみせた。

表１ 立法委員選挙結果（議席数，カッコ内は得票率）
小選挙区 原住民族枠 比例区・華僑枠 合 計

民進党 １３（３８．１％） ０ １４（３６．９％） ２７
国民党 ５７（５３．５％） ４ ２０（５１．２％） ８１
その他 ３（８．４％） ２ ０（１１．９％） ５
合 計 ７３ ６ ３４ １１３

（出所） 中央選挙委員会。

表２ 公民第３案，第４案投票結果（投票数，カッコ内は有効投票数に対する割合）
投票案 賛成 反対 投票率

第３案：不正政党財産（民進党案） ３，８９１，１７０（９１．４６％） ３６３，４９４（８．５４％） ２６．３４％
第４案：腐敗追及（国民党案） ３，９６１，０２６（５８．１７％） １，６５６，８９０（４１．８３％） ２６．０８％

（注） 第３案は国民党を，第４案は陳水扁政権を追及の対象と想定している。
（出所） 中央選挙委員会。
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そこで行政院は２００７年１２月２８日に台北市選挙委員会主任委員を解任し，国民党を

牽制した。双方は２９日に，用紙配布は２段階だが，投票は１段階とする妥協に合

意した。ところが，３１日に国民党は公民投票両方のボイコットを決定した。この

ため，投票者が受け取った用紙をみれば政党支持が推測可能となり，投票の秘密

は形骸化した。中央選挙委員会は報復として台中市と台北県の選挙委員会主任委

員を解任した。また公務員には国民党員が多く，一部の投票所では係員が公民投

票用紙の受け取り拒否を勧めたと報道された。結局，公民投票は両案とも賛成多

数だが，投票数が有権者の過半数に満たず，不成立に終わった（表２）。

国連加盟・復帰公民投票と総統選挙

３月２２日に総統選挙と公民投票が行われた。今回の公民投票は第５案が「台湾」

名義での国連加盟（民進党提案），第６案が「中華民国」等の名義での国連復帰（国

民党提案）の是非を問うものであった。しかし，国民党内には投票について党内

保守派の反発や民進党を利するとの懸念もあった。一方で１月と同様のボイコッ

トを行えば，馬候補のイメージを損なう恐れもある。また，李登輝・前総統や台

連は，両案とも不成立なら国際的なダメージになると指摘し，総統選挙と別日程

での実施を主張した。民進党はこれを拒否したが，同様の懸念は共有していた。

呂秀蓮副総統は１月２９日に制度上無理な両投票案の統合を主張した。また謝総統

候補・民進党主席も２月１３日に両案とも賛成票を投ずるよう有権者に呼びかけた。

結局，国民党は３月７日に立法院で国連復帰決議案を提出したうえで，１２日に第

５案のボイコットを呼びかけ，自らの第６案には言及しなかった。馬，蕭両候補

は投票当日，第６案のみに投票した。しかし，国民党支持者の多くは第６案も棄

権した。結局，１月と同様，両案とも賛成多数だが，有効投票数が有権者の過半

数に満たず不成立に終わった（表３）。

総統選挙戦では馬候補が常に優位を保った。一方，謝候補は馬候補が１９７７年に

取得したグリーンカード（アメリカ永住権証）は現在も有効なはずだと追及し，馬

候補の台湾アイデンティティに疑問を呈した。馬候補はこれを否定したが，発言

表３ 公民第５案，第６案投票結果（投票数，カッコ内は有効投票数に対する割合）
投票案 賛成 反対 投票率

第５案：国連加盟（民進党案） ５，５２９，２３０（９４．０１％） ３５２，３５９（５．９９％） ３５．８２％
第６案：国連復帰（国民党案） ４，９６２，３０９（８７．２７％） ７２４，０６０（１２．７３％） ３５．７４％

（出所） 中央選挙委員会。
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内容は二転三転した。しかし，２月１５日に�震問題（後述）が発覚し，民進党のイ
メージも低下した。また，馬候補は「六三三」（経済成長率６％，１人当たり GDP

３万ド
ル，失業率３％）の達成を公約して，有権者にアピールした。

選挙戦後半には謝候補に有利な要素もあった。毎年恒例の２２８事件記念集会の

実施やチベット騒乱（３月上旬），国民党の立法委員４名（費鴻泰，羅明才，陳杰，

羅淑蕾）による謝陣営選挙本部乱入事件（３月１２日）のほか，李遠哲・前中央研究

院長（１月２１日），離党した元民進党主席の許信良（２月２４日）や林義雄（同２８日），

そして最後まで態度表明を渋った李・前総統（３月２０日）の支持も得た。

一方，馬候補も北京オリンピックのボイコットを示唆し，謝陣営選挙本部乱入

事件でも立法委員の処分を国民党に迫り，自らも謝罪してダメージコントロール

を図った。結局，馬・蕭ペアが１９９６年総統選挙での李登輝総統（５４％）を上回る最

高得票率で当選し，民主化後初の外省人総統が誕生した（表４）。謝候補は劣勢を

覆すに至らず，３月２６日に民進党主席を辞任する意向を表明した。こうして，８

年ぶりに国民党へ政権が戻ることとなった。

ただし，選挙後の国民党や馬総統には掌を返す言動が目立った。まず，立法院

の国連復帰決議案は審議未了のため廃案とされた。また，謝陣営選挙本部乱入事

件に関して，費立法委員は３月２７日に「（事件が）第一銀行（謝陣営の家主）の罠だ

った」と開き直った。台北地検も７月１８日に，同立法委員らでなく，謝陣営関係

者を立法委員の保護に来た警官に対する公務執行妨害で起訴した。さらに，馬陣

営が公約した経済目標も政権発足直後，事実上撤回された（後述）。

民進党のスキャンダルと陳・前総統の逮捕

２月１４日，国防部は兵器購入の窓口として�震公司を１月２８日に設立したと発
表した。すでにフランスとラファイエット級フリゲートやミラージュ戦闘機用部

品，掃海艇，ラファール戦闘機の購入のための交渉が開始されていた。しかし，

計画の公表が遅れたことや，設立を主導した邱義仁行政院副院長や呉乃仁同社会

長がともに民進党新潮流派幹部であることから，国民党は同社を民進党の天下り

表４ ２００８年総統選挙結果（カッコ内は得票率）
得票数

馬英九，蕭萬長ペア（国民党） ７，６５８，７２４（５８．４５％）
謝長廷，蘇貞昌ペア（民進党） ５，４４５，２３９（４１．５５％）

（出所） 中央選挙委員会。
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先と疑い，立法院で国防部の同社出資金を予算から削除した。このため，李天羽

国防部長が２月２３日に引責辞任し，�震公司も解散を余儀なくされた。
５月６日には対パプアニューギニア外交工作費事件で行政院，外交部，国防部

などが捜索を受け，邱行政院副院長，黄志芳外交部長，柯承亨国防部次官らが引

責辞任した。邱副院長は２００６年当時，国家安全会議（以下，国安会）秘書長として，

柯国防部次官が紹介した民間人の金紀玖と呉思材２人に同国との国交樹立工作を

依頼した。同年１０月に同国代表団が来訪したが，外交授権が不明確だったため，

台湾政府は失敗と判断した。しかし，金と呉は先払いされた成功報酬３０００万ド
ルの

返金を拒んだ。２００８年４月に外交部が両名の告発と口座があるシンガポールでの

差押さえ訴訟を行い，事態が発覚した。国民党やマスコミは逆に高官による資金

の横領を疑い，検察もこれに同調して捜査を行った。１０月３１日には邱副院長が同

問題の他，国安会秘書長時代の対スパチャイ世界貿易機関（WTO）事務局長工作

資金５０万ド
ル横領容疑などで逮捕された。

陳水扁・前総統は退任と同時に国務機要費問題（『アジア動向年報２００６』を参

照）の被告に追加された。また８月１４日に呉淑珍夫人が過去の余剰選挙資金２０００

万ド
ルを海外蓄財していたと告白し，翌日民進党を離党した。これに関して，葉盛

茂・元法務部調査局長が８月２６日に公文書隠匿罪等で起訴された。葉は９月２日

に海外当局からのマネーロンダリング情報を陳・前総統にみせたと認めた。そし

て葉（１０月６日）のほか，林徳訓・元総統弁公室主任（同４日），馬永成・元総統府

副秘書長（１１月４日）が逮捕された。１１月１１日には陳・前総統も総統経験者として

初めて逮捕された。容疑は国務機要費横領，マネーロンダリング，南港展覧館や

新竹科学園龍潭基地に関する汚職などである。ただし，陳・前総統は容疑を否認

し，親中派の馬政権による独立派への迫害だと訴えた。

この他，６月２４日には胡鎮埔・前退役軍人輔導委員会主任委員が収賄容疑で家

宅捜索を受け，勾留されたものの保釈された。７月１５日には林嘉誠・前考選部長，

朱武獻・前銓敘部長，杜正勝・前教育部長，施茂林・前法務部長，李逸洋・前内

政部長の５人が特別費流用疑惑で起訴された。１０月１５日には余政憲・前内政部長

が南港展覽館をめぐる汚職容疑で逮捕された。

馬英九総統の政権運営と公約の棚上げ

５月２０日，馬英九総統が就任し，８年ぶりの国民党政権が発足した。行政院長

には蕭副総統の部下であった劉兆玄東呉大学校長（元行政院副院長，外省人）を，
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国安会秘書長には蘇起淡江大学教授

（元大陸委員会主任委員，外省人），総

統府秘書長には�春柏国民党副主席を
あてた。行政院長の声があった江丙坤

国民党副主席は海基会理事長に任命さ

れた。他のポストと合わせると，人口

比率が１割強にすぎない外省人が政権

中枢ポストの約半分を占めた。

行政院をみると，朱雲鵬政務委員，

李述徳財政部長，尹啓銘経済部長，毛

治国交通部長などが外省人である。�
幸媛大陸委員会主任委員（台連所属の

前立法委員）の起用は与野党の論議を

呼んだ。民進党は台連や李・前総統に

よる台湾本土派への裏切りと解釈し，

国民党でも李・元総統人脈の登用への

反発が起きた。５月１０日には内政部長

に内定していた廖風徳政治大学副教授（元立法委員）が急逝したため，廖了以・元

台中県長（同姓だが非血縁者）が内政部長に就任した。８月１日にはプロパーの官

僚で最高位にあった陳美伶行政院副秘書長の辞任が了承された。辞任の原因は馬

政権によるトップダウン型人事や国民党のシンクタンクによる政策決定過程への

介入が官僚制度に歪みをもたらすことへの不満であった。

国民党は選挙中に「馬政権になれば『馬上好（すぐに良くなる）』」と「馬」の

文字を語呂合わせにした宣伝文句を使った。しかし，政権発足後も経済の低迷が

続き，有権者の期待を裏切った（詳細は経済の項を参照）。弁明を迫られた劉行政

院長は６月２８日に「すぐに良くなり始める（馬上漸漸好）」にすり替えた。尹経済

部長は，７月８日に政権発足前に「加権（株式）指数は２万ポイントに届く」と述

べたのは「冗談だった」とし，１０月２７日にも「『馬上好』はただの選挙スローガ

ンだ」と居直った。また馬総統も９月３日に「『六三三』は政権２期目の末に達

成する目標だ」と発言し，さらに翌４日には李財政部長が記者に「株式投資の失

敗による自殺者も出ている」と問われて，「投資は自己責任」と答えた。この他，

中国製粉ミルク製品のメラミン混入事件では林芳郁衛生署長が対応の遅れを批判
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され，２５日に引責辞任した。後任には，馬総統側近で保健行政の経験もある葉金

川総統府秘書長が就任した。

こうした失言の背景として，メディア対策の不備が指摘された。史亜平新聞局

長は外交官出身で経済に疎く，不景気時のフォローに不向きであった。そこで，

１２月３１日，馬陣営のスポークスマンだった蘇俊賓桃園県環境保護局長が新聞局長

に就任し，史亜平は駐シンガポール代表に転任した。

考試院，監察院，司法院人事

馬総統は６月１９日に考試院（国家試験や公務員人事を司る機関）人事案を発表し

た。院長には張俊彦中央研究院院士，副院長には伍錦霖国民党副秘書長の他，１９

名の委員候補が指名された。伍副院長候補は，台湾省高官時代の汚職容疑で起訴

され，逃亡先の上海で死去した伍澤元・元屏東県長の実弟である。しかし，国民

党の立法委員は陳・前総統を支持した張院長候補に矛先を向けた。また，張院長

候補は交通大学校長時代，白文生宝来証券 CEOへ名誉博士号を授与した際，利

益提供を受けたと報道された。７月４日に白 CEOの水死体が澎湖県で発見され，

ショックを受けた張院長候補は５日に指名を辞退した。立法院は７月１１日に院長

候補を欠いたまま，伍同副院長の他，考試委員１９名を承認した。９月１日には伍

考試院副院長（同院長代理）らが就任し，前任の姚嘉文同院長らと交代した。

また，馬総統は６月２０日に監察院（国政調査と会計監査を司る機関）人事案も発

表した。院長には王建�・元財政部長（新党創設メンバー，外省人），同副院長に
は沈富雄・元立法委員（２００７年１０月まで民進党員）ら計２９名が委員候補に指名され

た。沈候補や尤美女候補（弁護士，呂秀蓮・前副総統の盟友）は民進党寄りとして

国民党の立法委員の反発を受けた。許炳進同候補（タイヤル族，稲江科技管理学

院副教授）は大学でのセクハラ疑惑を，陳耀昌同候補（元台湾大学教授）は不倫疑

惑をマスコミに暴露された。このため，国民党は立法委員への党議拘束を避けた。

７月４日に立法院は王院長ら２５名を承認したが，沈候補ら４名を不承認とした。

８月１日に王院長らが就任し，３年半にわたった監察委員の不在は解消された。

両人事案の不調は，馬総統が与党内での根回しを軽視し，各候補に立法委員へ

の訪問を自粛させたためである。馬総統は９月１１日に改めて，関中国民党副主席

（元考試院副院長，外省人）を考試院長に，陳進利・元監察委員を監察院副院長に，

他３名を監察委員に指名し，さらに５名の司法院大法官を任命する人事案を発表

した。大法官人事は立法院の承認が不要であり，１０月９日に正式任命され，１１月
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１日に就任した。考試院長と監察院副院長と同委員は１１月１４日に立法院の承認を

受け，１２月１日に就任した。なお，陳監察院副院長はアミ族出身で原住民族とし

ては最高位の要人となった。

民進党の再建問題と馬政権に対する抗議活動

５月１８日，民進党主席選挙が行われ，蔡英文立法委員・元行政院副院長が当選

した。台湾独立派は彼女を新潮流（党内最大派閥だったが，名目上は解散済み。

逮捕された邱・元副院長も所属した）の傀儡と批判し，外省人だが独立論者であ

る陳師孟・元総統府秘書長の擁立を試みたが，彼は党運営の不満から党員会費を

滞納しており，立候補資格がなかった。そこで，独立派の重鎮，辜�敏・元総統
府資政（上級顧問）が立候補した。選挙結果は蔡英文が７万３８６５票（得票率５７．１％）

で勝利した。辜�敏は４万８８８２票（３７．８％），途中で立候補を取り下げた独立派の
蔡同栄立法委員も６５３０票（５．５％）を得たが，落選した。投票率は５１．１４％で，事前

予想の４０％を上回った。当選した蔡主席は入党から日が浅く，党内人脈も弱い。

この点は弱点でもあり，また新鮮味をアピールする材料でもある。

民進党は陳・前総統のスキャンダルに悩まされたが，８月１２日には２０００年総統

選挙で陳・前総統との党公認争いに敗れて離党した許・元同党主席が再入党した。

また，経済不況や馬政権が期待した中国特需が空振りに終わったことも追い風と

なった。馬政権発足１００日目の８月３０日，民進党に近い「台湾社」は反馬政権デ

モ集会を行い，１０～１５万人（主催者発表では３０万人）の参加者を集めて総統府を取

り囲んだ。

また馬政権発足後，前政権スタッフや民進党籍の地方首長が汚職などで次々に

逮捕されたが，警察や検察の捜査手法への批判も起きた。証拠確定前の身柄拘束

や長時間の取り調べのほか，長髪だった邱・元行政院副院長が逮捕後に丸刈りに

されたことも注目された。さらに１１月の陳海協会会長の来訪時も警察の行き過ぎ

が目立った。集会場所の過剰な制限や一般参加者への暴行，独立派の店主が経営

する店舗への無断侵入と強制閉店等が問題視された。大学関係者や学生が「野草

莓学運」（野いちご学生運動）を名乗り，１１月７日から自由広場（中正紀念堂）で座

り込み，政府や警察に対する抗議を行った。フリーダムハウスやアムネスティな

ど海外の人権団体も台湾の警察を非難した。しかし，警察は１２月１１日に「野草莓

学運」を自由広場から強制排除した。 （竹内）
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経 済

マクロ経済の概況

２００８年の実質経済成長率は０．１％であり，２００１年のマイナス成長に次ぐ低い成

長となった。四半期ごとの成長率は，第１四半期６．３％，第２四半期４．６％，第３

四半期マイナス１．１％，第４四半期マイナス８．４％であった。とくに，第４四半期

のマイナス成長は，１９６１年の国民所得統計の作成開始以来，最大の落ち込みとな

った。これは，前年同期より民間投資がマイナス３２．２％，輸出がマイナス１９．８％

になったことが大きく影響した。

貿易については，輸出が２５５７億ド
ル，輸入が２４０８億ド

ルであり，それぞれ前年より

３．６％，９．８％増加した。主な相手先は，輸出では中国，香港，アメリカ，輸入で

は日本，アメリカ，中国である。貿易総額に占める中国の割合は前年の１９．４％か

ら１９．８％になり，微増であった。

２００８年の中国を除く対外直接投資は，承認ベースで３８７件，４４億６６４９万ド
ルであ

った。一方，対中直接投資は承認ベースで６４３件，１０６億９１００万ド
ルあまりであり，

初めて１００億ド
ルの大台にのった。政府が対中投資の緩和を８月１日に実施したこ

とが要因のひとつとして考えられる。個人については総額８０００万元から毎年５００

万ド
ルに，中小企業については資産総額の４０％か，８０００万元のどちらか多い方から

資産総額の６０％か８０００万元のどちらか多い方へ，中小企業以外の企業は資産総額

の２０～４０％から資産総額の６０％（ただし，台湾に本部を置く企業，外国企業の台

湾子会社は無制限）へと改められたのである。

消費者物価の上昇率は３．５％に達し，２０００年以降最大の上昇率であった。この

背景には，原油高騰の影響と台風にともなう生鮮食料品の価格上昇があげられる。

なお，失業率は４．１％であり，２００５年以来の４％超えとなった。

景気対策とアメリカ発金融危機の影響

劉行政院長は５月２７日に政権交替後初めての施政方針演説を立法院で行い，強

固な中産階級の創出，８年間に４兆元を投資するインフラ整備の実施（愛台１２建

設）などの経済方針を示した。また，政権交代直後から株価が低迷したこともあ

り，馬総統は７月１２日に行われたマスコミとの懇談で税制改革，４年で４兆元の

公共投資，新興産業の育成，省エネ政策，貧困対策の５大方針を示し，行政院も
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これに対応した経済政策を発表した。さらに，行政院は９月１１日にも消費，投資，

金融・輸出の３分野に関係した４１項目の経済政策を決定した。そのなかには，証

券取引税の半年間の半減（０．３％から０．１５％）など，馬総統就任以来の株価低迷に

対する政策も含まれた。

この直後に起きたアメリカのサブプライム問題に端を発する金融危機は台湾経

済に大きな影響を与えることとなった。リーマン・ブラザーズが破綻した９月１５

日および翌１６日の２日間で台湾の株式市場では加権指数が５００ポイント以上下落

し，９月１６日には５６７８ポイントで終了した。その後も株式市場での株価下落が続

いたため，行政院は１０月１３日に緊急株価安定措置を決定し，即日実施した。この

内容は，１０月１３～１７日に株式市場における株価の値幅制限を値下がりの場合に限

って，通常の７％から３．５％とすること（その後，さらに１週間延長），株式市場

での空売りを１２月３１日まで禁止すること（ワラント債，リスク回避目的の場合を

除く），国家金融安全基金の買い出動による株価の買い支えであった。しかしな

がら，この措置の実施後も世界的な金融不安による影響で，株価はさらに下がり

続けることになった。

公定歩合については，中央銀行は３月と６月に利上げを行ったが，９月２６日に

利下げに転じた。９月末以降，公定歩合を４回にわたって引き下げた。その結果，６

月２７日には３．６２５％であった公定歩合は，１２月１２日には２％にまで減少した。

財政部は，預金保護政策を打ち出した。２００５年に預金保護の上限を１５０万元と

してきたが，１０月６日には上限を３００万元に増額するとともに，翌７日にはこの

上限を撤廃し，２００９年末まで全額保証することにした。この対策の結果，民間銀

行より経営が安定的と考えられている公営銀行の預金高を増加させることとなっ

た。また，１１月１３日には信用保証によって，企業の銀行からの資金調達を円滑に

するための支援策を発表し，即日実施した。融資限度額は，１社当たり最高６０００

万元まで，融資期間は最短１８０日から最長５年までである。この融資のほかにも，

工場建設や土地取得目的の融資制度を導入し，１社当たり２億元上限，融資期間

最長１０年で融資を受けられるよう整備をした。

産業別支援も行われた。台湾を代表する産業のひとつである DRAM産業では

急激な生産減少に陥ったため，経済部が１２月１６日にメーカーを支援することを表

明した。

さらに，消費を活発にするために，１１月１８日に行政院は全国民および外国人居

住者に１人当たり３６００元の消費券を配布することを決定した。この消費券は所得
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制限を設けず，営業登録をしている店であれば使用できることとした。なお，学

費，光熱費などの支払いや商品券，宝くじ，切手などの購入に充てることは禁止

した。消費券は２００９年旧正月前の１月１８日に配布が始まり，使用期限は２００９年９

月３０日である。

急激な経済の悪化は製造業を直撃し，労働者に無給休暇を取得させる企業が現

れた。そのため，労工委員会は１２月１６日に労働者が業務命令で無休を取得した場

合，企業は１万７２８０元の最低賃金を支払わなければならないという解釈を発表し

た。また，１２月２５日には，企業が無給休暇を実施する際に労働者と締結する契約

フォームのひな形を公表し，労使合意で無給休暇を取得する場合の制度整備をし

た。

行政院は，２００８年１２月に大型の失業対策を打ち出し，半年間に１００億元を投じ

て１０万人の雇用創出に取り組むことにした。また，企業が３カ月以上失業してい

る労働者を雇用した場合，１人につき１万元を補助する政策も打ち出し，１万５０００

人の就業機会を与えることを掲げたが，思うような効果をあげることはできなか

った。さらに，高卒以上を対象としたインターンシップ制度の拡充も打ち出した。

「三通」の解禁

長年の懸案であった「三通」（中国との直接の通商，通航，通信）についても大

きな進展がみられた。政権交代前の３月には，当時すでに実施していた地域限定

の「小三通」の適用を拡大し，従来の金門島，馬祖の居住者のみに認められてい

たフェリーでの中国・アモイへの直接通航を中国企業に進出しているビジネスマ

ンとその家族に適用を拡大した。政権交代後には，２度にわたる台湾と中国の交

渉窓口機関における交渉によって，台湾と中国の長年の懸案事項であった「三通」

が全面的に開放されることになった。

台湾側交渉窓口機関である海基会の江丙坤董事長（理事長）が６月１１～１４日に北

京を訪問し，６月１３日には中国側交渉窓口機関の海協会の陳雲林会長とトップ会

談を行い，合意内容に調印した（対外関係の項を参照）。この会談での合意により，

旅客機の週末（木曜日から翌週月曜日）チャーター便を週３６便運航し，台中双方の

航空会社でそれぞれ１６便ずつ運航することになった。この運航にともない，台湾

側は台湾桃園，台北松山，台中など８空港，中国側が北京，上海浦東など５空港

を開放することになった。なお，台湾側から上海浦東国際空港へは週９便，中国

側から台中へは週６便を超えないこととし，７月４日から中台直航チャーター便
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の運航が開始した。また，１日３０００人を限度に中国人観光客を台湾へ受け入れる

ことにも合意した。この観光客は１０人以上４０人以内の団体旅行に限定するととも

に，台湾に滞在できる期間は１０日以内とした。

１１月には陳会長が台北を訪問し，２回目のトップ会談を行った。その結果，（１）

航空機による直航便の拡大，（２）海運における直航の解禁，（３）郵便物の配送，（４）

食の安全に関する問題の４項目で合意をみた。（１）から（３）の合意で，「三通」問

題はほぼ解決することになった。４項目の合意の主な内容は次のとおりである。

まず，航空機による直航便の拡大では，旅客便はチャーター便の形で毎日運航

されることになった。便数は週１０８便まで拡大し，中台の航空会社でそれぞれ５４

便を運航することになった。台湾側から上海浦東国際空港への運航も週２０便まで

増加した。開放する空港は，台湾側が現状維持の一方で，中国側が５空港から２１

空港に拡大した。また，今回は貨物チャーター便の就航でも合意した。中台それ

ぞれが２，３社の航空会社を指定して貨物チャーター便を運航することとなった。

離発着空港は台湾では台湾桃園と高雄小港の２空港，中国では上海浦東と広州白

雲の２空港を指定した。１カ月の就航数は６０便で，双方が折半することとなった。

なお，航空貨物需要が多い１０，１１月は台湾，中国ともそれぞれ１５便を増やすこと

ができることとした。さらに，台湾と中国の航空会社が中台間を飛行するに当た

り台湾海峡北部の空域を開放することになった。これによって，福岡や香港の飛

行情報区を経由する必要がなくなり，飛行時間の短縮と燃料の節約ができるよう

になった。

次に，海運における直航の解禁では台湾側が１１港，中国側が６３港（４８海上港，

１５河川港）をそれぞれ開放することになった。就航できる船舶は，台湾，中国の

どちらかの資本で，船籍もどちらかに属している船舶，あるいは台湾，中国のど

ちらかの資本で，船籍が香港に属する船舶である。また，すでに台湾，中国のど

ちらかの資本で，台湾の域外航運（オフショア）センターを使用している船舶，第

三国経由で両岸地域での定期運航をしているコンテナ船か，砂利運搬船であれば，

便宜置船籍でも就航を可能とした。

就航の際には，相手側の港では入港から出港まで船尾に自国の旗は掲げず，船

舶を識別するために海運会社の企業旗を掲げることにした。このほかにも，相手

側の海運会社が自国で両岸輸送によって得た収入に対しては営業税と所得税を免

除することとともに，相手先で現地事務所や営業所を設置することを認め，関連

業務に従事することを了承した。
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郵便物の配送では，これまでの書留の輸送だけではなく，将来的には小包，郵

便送金，速達など郵便業務の拡大，旅客，貨物両チャーター便での郵便物搭載と

両岸郵便物の取扱郵便局の拡大に合意した。これによって，台湾側ではこれまで

の２郵便局から５郵便局へ，中国側では５郵便局から８郵便局へ拡大した。また，

問い合わせサービスと質の向上にも合意した。

食の安全問題では，食に関する重大な事件が起きた際には相手側に即時連絡を

すること，調整メカニズムと調整のための具体的措置，専門家の定期会合と相互

交流について合意した。合意に至った背景には，９月に中国から輸入された粉ミ

ルクからメラミンが検出され，輸入禁止措置がとられるとともに，台湾内で大き

な混乱が起きたことがあげられる。 （池上）

対 外 関 係

陳政権と対外関係

１月１４日，中国がアフリカのマラウイとの国交を２００７年１２月に樹立したと公表

したため，同日外交部は同国との外交関係を断絶した。中国は立法委員選挙で国

民党に対する逆風となることを懸念し，選挙終了まで公表を控えたと思われる。

なお，黄志芳外交部長（当時）は２００７年１２月の同国訪問を謝絶されていた。

２月１３日には，リビアに商務代表処を設置した。同１９日にはセルビアから独立

したコソボを承認した。しかし，中国外交部は台湾にコソボを承認する資格はな

いと非難した。コソボ政府は当初，承認を受けた国のリストに台湾を含めたが，

後にリストへの掲載を「国連加盟国」に限定する形で台湾を削除してしまった。

２月２日に中央選挙委員会は３月の国連加盟投票の実施を最終決定した。中共

中央および国務院台湾事務弁公室（以下，国台弁）は同日，これを非難する声明を

発表した。ただし，反対を表明した回数は，中国よりアメリカの方が多い。１月

１８日にネグロポンテ国務副長官，２月２５日にライス同長官が反対を表明した。

その一方で，中国とは２月６日と８～１５日の間，春節（旧正月）直航チャーター

便が運航された。また，５月１２日に発生した四川大地震に対して，救援物資搬送

のため同１５日に特別チャーター便も運航された。さらに台湾政府は２０億元分の支

援や救助隊の派遣を申し出た。ただし，中国側は台湾政府による支援を拒否し，

民間の支援金や救援活動のみを受け入れた。

５月１９日に世界保健機関（WHO）の総会に相当する世界保健総会（WHA）がジュ
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ネーヴで開かれた。台湾は２００７年と違い正式加盟を申請せず，友好国を通して

WHAでのオブザーバー参加のみを求めたが，受け入れられなかった。

馬総統の「外交休戦」と外交関係

台湾を承認する国は少ないが，こうした外交関係は台湾が「中華民国」という

主権国家であると示し，国際組織への加盟や参加の申請を行ううえで必要不可欠

とされてきた。しかし，馬総統は当選後，第三国との外交関係を中国と奪い合う

ための多額の援助を「金銭外交」と批判し，「外交休戦」（中国語では「外交休兵」）

を唱えた。欧鴻錬外交部長は６月２日にこれを確認し，新たな外交関係の樹立は

優先事項でないと述べた。中国もこれに応えてマラウイなどへの援助を縮小した

ため，ムタリカ同国大統領は中国との外交関係樹立を後悔したと報じられた。

また，馬総統は８月２６日にメキシコの『エル・ソル・デ・メヒコ』紙のインタ

ビューで「台湾と中国大陸は一種の特殊な関係であり，国と国の関係ではない。

そのため，他国が二重承認することもできない」と述べた。また中華民国憲法の

規定に従って台湾や「中国大陸」を地区と呼んだ。この内容は９月３日に報道さ

れた。経済目標の棚上げ発言と前後したことや，台湾アイデンティティを強調し

た選挙キャンペーン中の発言との落差が目立ったため，民進党や本土派のメディ

アは総統自ら台湾を矮小化したと批判した。

対中国関係──２回の江陳会談と反中感情の高まり

中国は総統選挙後，すぐに台湾との関係改善に乗り出した。まず，４月１１日よ

り海南省で開催された博鰲・アジアフォーラムに，当初出席予定でなかった蕭・

次期副総統を両岸共同市場協会理事長の肩書きで急遽招聘した。１２日には，蕭・

次期副総統と胡錦濤中国国家主席の会談も行われた。

５月２６日には，呉国民党主席が訪中し，香港や南京に立ち寄った。２８日には北

京で胡錦濤中共総書記との会談が行われた。１９９２年コンセンサスにもとづき，海

協会と海基会による対話の再開が謳われた。また，馬次期政権は７月の週末チャ

ーター直航便と中国人観光客の受け入れ枠増加および条件緩和についても，両会

による交渉を行い実現する方向で話が行われた。さらに呉主席は台湾が自らの尊

厳と国際参加を求めていることを伝え，とくにWHOへの参加について中国側の

理解と協力を求めた。呉主席によれば，胡総書記はこれに理解を示し，また台湾

向け短距離弾道ミサイルについても大幅に削減すると述べたという。
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６月３日，中国では王毅外交副部長（前駐日大使）が国台弁主任に就任した。同

主任に外交官が就任するのは異例である。そのため，台湾の国際参加を一定程度

許容することと関係があるとの推測もみられた。

６月１１日，台湾の江海基会理事長が中国を訪問した。１２日中国側の陳雲林会長

ら海協会と会談し（第１次陳江会談），７月以降の週末直航チャーター便の実施や

中国人観光客の問題で合意した（経済の項を参照）。陳海協会会長は両会が相互に

事務所を開設することも提案したが，江理事長は事前に台湾政府から交渉を授権

された事柄でなかったため，提案を持ち帰るとのみ答えた。台湾と中国，双方の

窓口機関である両会のトップ会談は，１９９８年以来１０年ぶりである。また，今回の

訪中団には傅棟成大陸委員会副主任委員や游芳来交通部次長ら次官級の政府高官

が参加したことも特筆される。１３日，江海基会理事長は胡錦濤中共総書記と会談

し，改めて台湾の国際参加について理解を求めた。

６月３０日には，２００５年４月に許可を取り消された人民日報社（中共機関紙）と新

華社（国務院直属の通信社）に対して，再び台湾への駐在員派遣が許可された。７

月６日には，中国の王在希海協会副会長と浦照州民航総局台港澳弁（台湾，香港，

澳門）公室主任がそれぞれ，シンポジウム出席と実務協議のため来訪した。８月

８日には，連戦国民党名誉主席と呉同党主席，宋楚瑜親民党主席が北京五輪開会

式を参観し，胡錦濤中共総書記と会談した。１４日には，農業委員会が台北市立動

物園のジャイアントパンダ輸入を許可した。２６日には馬総統が中国と金門の交流

について，中国人のビザなし観光と金門＝アモイ間の架橋を提案した。前者は９

月４日に大陸委員会が，７日に中国も具体策を発表し，実現した。

しかし，中国製粉ミルクのメラミン混入事件によって，台湾では反中国感情が

高まった。中国は９月１２日に海協会を通じ，台湾側の海基会に事件を通報した。

１３日には大量の同製品が国内流通し，他の乳製品や菓子の原材料にも用いられた

ことが明らかとなった。事件の発生や通報の遅れについて，中国政府の謝罪を求

める声が強まった。こうしたなか，１０月２０日に中国の張銘清海協会副会長はシン

ポジウム出席のため，アモイ大学新聞傳播学院長の肩書きで来訪した。その翌日，

張副会長が少数の随員だけで台南市内を散策中に民進党の王定宇台南市議（外省

人）とその支持者らが押し寄せ，張副会長が押し倒され，また彼が乗り込んだ車

も往来を妨害され，車体が損傷した。中国は「暴力だ」と非難したが，粉ミルク

事件については謝罪の書簡を２７日に台湾の海基会に送付した。

１１月３日，中国の陳海協会会長が来訪し，江海基会理事長との間で第２次陳江
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会談が行われた。空運，海運，郵便，食品安全に関する４つの協議文書に合意し

た（経済の項を参照）。５日には，中国側のジャイアントパンダを含む希少動物の

交換に合意した。同日，陳会長は馬総統とも会談したが，「総統」の職名への言

及を避けた。なお，陳会長の滞在中，中国や馬政権を批判する抗議活動が行われ

た。台湾政府は警官を総動員し，厳戒態勢を敷いた。しかし，５日，呉国民党主

席主催の晩餐会が行われたリージェントホテルの前では，数百名の民進党支持者

と警官隊が衝突したため，陳会長が深夜まで缶詰状態となった。陳会長には地方

を訪れる計画もあったが，張副会長の事件を考慮して取り止めていた。

その後も関係改善は続いた。国民党と中共による「第４回両岸経済文化フォー

ラム」が１２月２０日と２１日に上海で開催され，賈慶林中国政治協商会議主席は台湾

が主張する総合経済協力協定（CECA，自由貿易協定［FTA］に相当）を台湾と締

結することを検討すると発言した。２３日にはジャイアントパンダが到着したが，

中国は台湾が要求したワシントン条約準拠の輸出許可証（名義は双方の施設と動

物園）も発行した。そして３１日には胡中国国家主席が「台湾同胞に告げる書」３０

周年記念演説を行い，台湾の国際空間の拡大に改めて理解を示した。

尖閣諸島沖での「聨合号」沈没事件と許世楷駐日代表の辞任

陳政権が任命した許世楷駐日代表は，政権交代や自身の日本永住権保持などを

理由に辞意を政府に伝えていた。しかし，馬政権は後任を任命できず，許代表を

続けさせた。こうしたなかで６月１０日，尖閣諸島沖の日本領海を侵犯した台湾船

籍の釣り遊覧船「聨合号」が逃走中に海上保安庁巡視船と衝突し，沈没する事件

が起きた。海上保安庁は乗客と乗組員を全員救助した。同船は逃走時に巡視船の

接近を阻止する目的で蛇行したため，船長は１３日まで身柄拘束され，１４日に業務

上過失往来危険容疑で書類送検された。ただし，船長は容疑を否認した。

１２日，総統府と国安会は，尖閣諸島は「中華民国」領土であり，事件を領海内

の出来事だと主張したうえで，船長の釈放と賠償を日本に求める声明を発表した。

同時に海岸巡防署（台湾の沿岸警備隊）の強化を打ち出した。同日，国民党の周錫

�台北県長は交流協会前で抗議デモを行い，林郁方立法委員は海軍艦艇の派遣を
主張した。さらに同日，台湾外交部日本事務会が事件発生時に衝突回避のため海

岸巡防署に巡視艇の後退を要請したことが明らかになった。そのため，蔡明耀同

会執行長は与野党双方の立法委員から「軟弱外交だ」と批判され，また欧外交部

長は日本事務会の廃止に言及した。１３日，劉行政院長は立法院での審議に出席し，
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陳根徳立法委員（国民党）に「馬総統はかつて対日開戦を辞さないと述べた」と促

されて「（対日開戦は）最後の手段」と答弁し，さらに「開戦を排除しないか？」

と問われて「そうだ」と答えた。１６日には台湾の抗議船とこれを護衛する巡視船

が尖閣諸島沖の日本領海を侵犯し，日本の巡視船と対峙した。

この間，許代表は日本側との交渉に尽力したが，台湾外交部は１４日に船長の書

類送検に抗議するため，許代表を召還した。１５日には第１１海上保安本部が「遺憾」

の意と賠償の用意を表明し，伊藤康一交流協会総務部長も台湾外交部や船長を訪

れ，その旨を伝えた。１５日に台北へ戻った許代表は「日本の『遺憾』とは謝罪だ」

と指摘したが，欧外交部長は「善意と譲歩は認めるが，謝罪ではない」と否定し，

日本政府の正式謝罪を再度求めた。１６日，許代表は立法院外交・国防委員会での

報告予定をキャンセルして記者会見を開き，馬総統が自らの辞任を即刻受理する
かん

よう要求した。また，今回の対日交渉に対して，許代表を「台奸」（台湾に対す

る裏切り者）と罵った国民党の立法委員がいたと明らかにした。

１７日，馬総統は沈黙を破り，「私は著書で釣魚台（尖閣諸島）の領有権を主張し

たが，同時に平和的解決を目指し，中共と協力せず，領有権より漁業権を優先す

べきとも主張した」と事態の沈静化を訴えた。日本には「善意を示し，頭を下げ

た。これが『謝罪』だと日本で報道された。ただ，口頭の『謝罪』はまだだ。被

害者（船長）を訪れて謝罪して欲しい」と述べた。一方で，劉行政院長は再発防止

と日本との漁業交渉に意欲を示し，海岸巡防署は１８日に聨合号が釣り遊覧の許可

海域を越えたとし，娯楽漁業管理弁法違反（罰金に相当）で船長を告発した。日本

側もこれに応じ，２０日に池田維交流協会台北事務所長が欧外交部長を，舟町仁志

同副所長が台湾政府高官とともに船長の自宅を訪れて謝罪した。これで外交上の

決着がついた。

同日，外交部は許駐日代表の辞職を了承したが，後任人事は難航した。楊永明

国安会諮詢委員（閣僚級，対日関係担当）の抜擢も噂されたが，実現しなかった。
ひょう

外交部は８月２０日，馬総統の選挙本部国際事務部主任を努めた馮寄台・元ドミ

ニカ大使（外省人）を後任に内定した。馮代表は外交官出身だが，日本駐在経験は

ない。しかし，父親が断交前の駐日大使館に駐在した時に日本の小・中学校に通

った経験がある。また，赴任前に植民地時代の有名な日本人ダム技師，八田與一

の墓標や彼が設計したダムを訪れ，日本側に友好姿勢をアピールした。馮代表は

９月２７日に着任した。

なお，２月１日には日本人のビザなし滞在の日数が９０日間に延長された。台湾

馬英九国民党政権の発足
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の外交部事務会は聨合号事件がきっかけで９月に廃止され，その事務組織は亜東

関係協会へ戻された。７月１１日には，齋藤正樹・元ニュージーランド大使が交流

協会台北事務所代表に任命され，１５日に着任した。池田所長は所長と代表の職名

を併用したが，齋藤代表は所長の職名を用いていない。

国際組織などへの参加

馬総統は選挙中に国連復帰を唱えたが，就任後は国連専門機関，とくにWHO

への参加にトーンダウンした。５月の呉国民党主席訪中時の中国側の反応を受け，

６月２日に呉敦義国民党秘書長は「中華台北」名義でのWHO参加なら問題ない

はずだと述べた。しかし，中国の王国台弁主任は同２３日に訪中した日本の国会議

員に「台湾への疫病通報については，WHO以外の枠組みを検討する」と述べた。

また，中国の王光亜国連大使は８月１８日に送付した国連事務総長への書簡で「台

湾は国連専門機関への参加資格がない」と主張した。９月１７日の国連総会も，台

湾の友好国による「台湾の国連専門機関参加議決案」を採択しなかった。

とはいえ，中国側は徐々に譲歩をみせた。１０月２９日，馬総統は連戦国民党名誉

主席を総統代理として APECリマ会議へ派遣すると発表した。APECは従来，台

湾の代表を経済閣僚や財界出身者に限定し，陳政権時代には李元蔟・元副総統

（２００１年の上海会議）や王金平立法院長（２００５年の釜山会議）の派遣を拒否した。連

戦も副総統経験者であるが，今回は実現した。APEC直前の１７日に現地で胡錦濤

中国国家主席（会談時の肩書きは中共総書記）と会談した。ただし，外相会議では

例年同様台湾が排除された。

また，１２月９日にはWTO政府調達委員会が台湾のWTO政府調達協定加入を

承認した。２００９年１月１３日にはWHO事務局が国際保健規則を台湾に直接適用し，

「台北」名義でWHO情報網に参加することを認めると衛生署疾病管制局に通知

した。ただし，今回の措置は中国とWHO事務局が２００５年に交わした覚書（『アジ

ア動向年報２００６』を参照）にもとづいている可能性を指摘する声もある。

アメリカとの関係

アメリカは陳政権の国連加盟推進を批判してきた。しかし，馬政権は中国との

関係改善や穏健な国際参加のみを求めており，アメリカはこれを好意的に評価し

た。台湾の駐アメリカ代表には，袁健生国民党および親民党駐アメリカ代表が任

命された（６月２４日に発表，８月４日に就任）。袁代表は海軍出身で，断交前に駐

２００８年の台湾
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アメリカ大使館に武官として駐在し，断交後も外交部北米司長や駐カナダ代表，

パナマ大使，駐ロサンゼルス弁事処長を歴任した経歴を持つ。

１０月２日，アメリカ国務省は台湾への兵器売却を議会に通知した。３日に同国

防総省はパトリオット PAC－３迎撃ミサイル３３０基，AH－６４Dアパッチ・ロング

ボウ戦闘ヘリコプター３０機，ハープーン対艦ミサイル３２基，FGM－１４８ジャベリ

ン対戦車携帯ミサイル１８２基のほか，E－２Tホークアイ早期警戒機のアップグレ

ード部品や F－１６および F－５戦闘機のメンテナンス部品を含むと発表した。総額

は６４億ド
ル強に及び，１９９２年の F－１６A/B戦闘機売却以来，最大規模である。ただ

し，F－１６C/D戦闘機と UH－６０Mブラックホーク汎用ヘリコプターの売却は見送

られた。この理由には，台湾と中国の関係改善を損ねることを避けるための配慮

や，ブッシュ大統領の任期満了が間近なため次期大統領に判断を委ねた可能性な

ど諸説がある。なお，２００１年に売却が決定したディーゼル潜水艦は技術的な理由

から建造の見通しがいまだに立っていない（『アジア動向年報２００５』参照）。

（竹内）

２００９年の課題

内政では，２００９年１２月に予定される県市長選挙が焦点になろう。支持率が急落

した馬政権の下で国民党がどの程度ポストを獲得できるかが注目される。また，３

月１４日に苗栗県１区，２８日に台北市６区の立法委員補欠選挙が行われた。

経済では，行政院主計処は２月１８日，２００９年の実質成長率をマイナス３％，消

費者物価増加率をマイナス０．８％との予測を公表した。世界の状況次第では，さ

らに悪化する可能性がある。対中関係については，三通の解禁にともなう影響が

本格的に現れると考えられる。

対外関係では，外交部が２００９年を「台日特別パートナー関係促進年」と位置づ

け，札幌弁事処（領事館に相当）の設置を検討している。２月には李・前総統に近

い彭栄次亜東関係協会会長が就任した。アメリカのヒラリー・クリントン国務長

官は１月２７日に台湾のWHAオブザーバー参加に支持を表明した。５月にはWHA

が開催され，台湾の参加が実現するのかが注目される。対中関係では FTAや政

治分野の協議が行われるかどうかが焦点になろう。

（竹内：地域研究センター）

（池上：新領域研究センター）
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１月１日

▲

国防部，兵役期間を１年に短縮。

▲

台湾民主記念館，ホールの公開を再開。

３日

▲

馬英九総統候補，特別費疑惑担当検

事らを職権濫用で告訴。

１０日

▲

駐日代表部，台湾を中国の一部とす

る地球儀の発売元に抗議。

１２日

▲

立法委員選挙で，国民党が圧勝。

▲

公民投票第３，４案，いずれも不成立

▲

陳水扁総統，民進党主席を辞任。謝長廷

総統候補が党主席代理に就任。

１４日

▲

外交部，マラウイと断交。

▲

陳水扁総統，中米訪問（～１８日）。グアテ

マラのコロン大統領就任式に出席（１６日）。

１６日

▲

アメリカ人権団体フリーダムハウス

年次報告書，米政府による国連加盟投票牽制

を批判。

１８日

▲

ネグロポンテ米国務副長官，訪中中

に台湾の国連加盟投票を批判。

２１日

▲

世界保健機関（WHO）執行理事会，

台湾友好国の台湾参加決議案を却下。

２５日

▲

第１回世界新興民主国家フォーラム，

台北で開催（～２６日）。

２８日
▲

呂秀蓮副総統，マーシャル諸島，ナ

ウル，ソロモン諸島訪問（～２月２日）。

２月１日

▲

第７期立法委員，就任。

▲

外交部，日本人のビザなし滞在を９０日に

延長。

２日

▲

中国当局，３月の公民投票を非難。

▲

陳総統，南沙諸島の太平島を視察。

▲

春節中台直行便，運航開始。

８日

▲

高雄地下鉄（MRT）の無料試乗開始

（～１１日）。

１０日

▲

陳総統，東沙島を視察。

１３日

▲

外交部，駐リビア商務代表処を開設。

１４日

▲

国防部，�震公司の設立を認める。
１５日

▲

遠東航空，会社更生法申請。

１９日

▲

外交部，コソボ承認。

２０日

▲

「行政院組織法」改正案，行政院で

通過。

２３日

▲

李天羽国防部長，辞任。蔡明憲同副

部長が後任に。�震公司は解散。
２４日

▲

公共 TV，総統候補討論会を開催。

２５日

▲

王金平立法院長，陳唐山国家安全会

議（国安会）秘書長，李明博韓国大統領就任式

出席を拒否される。
▲

米プライズ研究所とアーミテージ・イン

ターナショナル，台湾政策報告書を発表。

▲

ライス米国務長官，国連加盟投票に反対。

２７日

▲

韓国新大統領就任式に台湾代表が中

国の圧力で出席できないことが明らかに。

２８日

▲

民進党，２２８事件記念集会を開催。

２９日

▲

総統候補政見放送，放映される。

３月１日

▲

台湾・エルサルバドル FTA，発

効。

５日

▲

「小三通拡大計画方案」，行政院通

過。

７日

▲

国民党立法委員，国連復帰決議を提

案。

９日

▲

高雄MRT紅線，開通。

▲

２回目の総統候補テレビ討論会，開催。

１０日

▲

中央選挙委員会，副総統候補政見放

送を放映。

▲

「中華民国（台湾）と中米諸国およびカリ

ブ海友好国企業サミット」台北で開催。

１１日

▲

高雄MRT紅線，正式開業。

１２日

▲

国民党立法委員４名，謝陣営に乱入。

同伴した何志欽財政部長，引責辞任（１３日）。

▲

国民党，公民投票ボイコットを呼びかけ。

１４日

▲

３回目の総統候補テレビ討論会。

１５日

▲

外交部，大陸委員会および蒙蔵委員

会，中国当局によるチベット弾圧を非難。

２２日

▲

総統選挙で，馬・蕭ペアが圧勝。

重要日誌 台 湾 ２００８年
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▲

公民投票第５，６案，不成立。

２５日

▲

米国防総省，２００６年秋に核起爆装置

を台湾に誤って配送したと発表。

２６日

▲

謝長廷民進党主席，辞意表明。

２７日

▲

葉菊蘭総統府秘書長，辞任。陳唐山

国安会秘書長・前総統府秘書長が復帰。

２８日

▲

中銀（中央銀行），公定歩合を３．５％

へ引き上げ。

４月１日

▲

陳総統，馬次期総統が会談。

１２日

▲

蕭両岸共同市場協会理事長（次期副

総統），訪中。胡錦濤中国国家主席と会談。

１４日

▲

香港政府，香港貿易発展局台北事務

所の設置を台湾政府に申請。

２３日

▲

セデック族，１４番目の原住民族に認

定。

５月６日

▲

台北地検，対パプアニューギニア

工作資金問題で行政院，外交部，国防部等を

捜索。邱義仁行政院副院長，黄志芳外交部長，

柯承亨国防部副部長ら，辞任。

１３日

▲

遠東航空，運航停止。

１４日

▲

行政院，四川大地震への援助物資を

輸送する直行便（１５日）と資金援助の実施を決

定。

１８日
▲

蔡英文立法委員・元行政院副院長，

民進党主席選挙にて当選。

２０日

▲

馬英九総統，蕭萬長副総統，就任。

▲

最高検，陳・前総統を国務機要費不正疑

惑の被告に追加。

２３日

▲

立法院，外交部に全立法委員の二重

国籍の有無に関する調査を求める決議を採択。

２６日

▲

呉国民党主席，訪中（～３１日）。胡錦

濤中国共産党（以下，中共）総書記と会談（２８

日）。

２７日

▲

劉兆玄行政院長，立法院で施政方針

報告を行う。

３０日

▲

東京都，住民台帳の国籍欄に台湾の

記載を認めると都下の区市町村に通知。

６月３日

▲

中国国務院台湾事務弁公室（国台

弁）主任に王毅外交副部長が就任。

１０日

▲

遊漁船「聨合号」，尖閣諸島沖で日

本の巡視船と衝突，沈没。

１１日

▲

江丙坤海峡交流基金会（海基会）理事

長，訪中。週末直行便，中国人の台湾観光条

件緩和に合意（１２日）。胡中共総書記と会談（１３

日）。

１２日
▲

立法院，両岸関係条例を改正，銀行

の人民元両替業務を解禁（３０日から実施）。

１４日

▲

外交部，許世楷駐日代表召還を決定。

１５日

▲

日本の海上保安庁，聨合号事件につ

き遺憾と賠償に応じる意向を表明。

１６日

▲

許駐日代表，辞任（７月１１日承認）。

▲

日台双方の巡視艇，尖閣諸島沖で対峙。

１７日

▲

馬総統，聨合号事件につき日本政府

の正式謝罪を改めて要求。

１８日

▲

海岸巡防署，聨合号に娯楽漁業管理

弁法違反で罰金を科料。

１９日

▲

馬総統，考試院人事案を発表。

２０日

▲

馬総統，監察院人事案を発表。

▲

池田交流協会台北所長，聨合号事件で謝

罪。

２４日

▲

胡鎮埔・前退役軍人輔導委員会主任

委員，収賄容疑で家宅捜索される。

２７日

▲

中銀，公定歩合を３．６２５％へ引き上

げ。

３０日

▲

行政院新聞局，人民日報と新華社の

駐在再開を許可。

７月１日

▲

知的財産裁判所，発足。

２日

▲

陳樹金融監督管理委員会主任委員，

就任。

３日

▲

行政院，県市長の訪中制限を緩和。

４日

▲

立法院，王建�監察院院長ら２５人を
承認（８月１日就任），沈富雄副院長ら４名を

不承認とする。

▲

週末直航チャーター便，運行開始。

２００８年 重要日誌
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５日

▲

張俊彦，考試院長への指名を辞退。

６日

▲

王在希海峡関係協会（海協会）副会長，

浦照州民航総局台港澳室主任，来訪。

１１日

▲

大法官会議，立法院議席にもとづく

行政院公民投票審議会の選出を違憲と裁定。

▲

立法院，考試院人事を承認（９月１日就

任）。

▲

交流協会，齋藤正樹・前ニュージーラン

ド大使を同台北事務所長に任命（１５日着任）。

１５日

▲

最高検，陳政権の閣僚５名を特別費

流用で起訴。

１７日

▲

行政院，対中国投資規制緩和を決定。

▲

立法院，労働保険の年金化を可決。

１８日

▲

台北地検，立法委員の乱入に抗議し

た謝陣営関係者を公務執行妨害で起訴。

▲

江海基会理事長，香港訪問，曽蔭権香港

行政長官と会見。

２１日

▲

陳・前総統，台北地裁で襲撃される。

２４日

▲

欧外交部長，『ワシントンポスト』紙

でWHO，世界銀行，IMF加盟の希望表明。

２５日

▲

許・前駐日代表，呂学樟および呉教

昇立法委員を名誉毀損で告訴。

８月１日
▲

陳美伶行政院副秘書長，辞任。

▲
復興航空，台北＝高雄線，台北＝台南線

から撤退。

４日

▲

台湾郵政，中華郵政へ名称を戻す。

６日

▲

馬総統，前政権の国務機要費文書を

解禁。

▲

国民党，�麗貞台東県長の党員資格停止。
８日

▲

連戦国民党名誉主席，呉同党主席，

宋楚瑜親民党主席ら，北京五輪開会式に出席。

胡中共総書記らと会談。

１２日

▲

馬総統，中南米訪問（～１９日）。米国，

パナマに寄航，パラグアイ（１５日）およびドミ

ニカ（１６日）大統領就任式に出席。

▲

許信良・元民進党主席，民進党に復帰。

１４日

▲

陳・前総統，選挙資金余剰の海外蓄

財を認める。１５日，民進党を離党。

▲

農業委員会，台北市立動物園のジャイア

ントパンダ受け入れを許可。

１６日

▲

最高検特捜部，陳・前総統事務所を

捜索。

１９日

▲

日米と合同で，WTOに関税に関す

る紛争処理小委員会の設置を要請。

２０日

▲

馮寄台・新駐日代表の人事内定。

３０日
▲

民進党など，馬総統就任１００日記念

抗議集会。

９月３日

▲

馬総統，公約した「六三三」経済

目標は２期目の最後に実現すると発言。

▲

馬総統，台湾と中国は「国と国ではない

関係」と発言したことが明らかに。

▲

陳・前総統，記者会見を開催。海外蓄財

と国務機要費問題との関係を否定。

４日

▲

大陸委員会，中国人のビザなし金門

県訪問の詳細案を発表。

１１日

▲

行政院，経済振興策を発表。

▲

馬総統，関中孝試院院長と陳進利監察院

副院長（候補）を指名。

１３日

▲

衛生署，メラミン混入中国製粉ミル

クが国内で流通と発表。

１４日

▲

高雄MRT橘線，開通。

１７日

▲

国連総会総務委員会，台湾の国連専

門機関への参加問題を議題とせず。

２１日

▲

李登輝・元総統，訪日（～２５日）。尖

閣諸島は日本領と発言（滞在は沖縄）。

２５日

▲

林芳郁衛生署長，中国製粉ミルク問

題で辞任。葉金川総統府副秘書長，後任に。

２６日

▲

中央存款（預金）保険，慶豊銀行を管

理下に置く。

▲

中銀，公定歩合を３．５％へ引き下げ。

２７日

▲

馮駐日代表，着任。

１０月１日

▲

国民年金制度，開始。

３日

▲

米国防総省，台湾へ武器売却を決定。

４日

▲

陳明文嘉義県長，汚職容疑で逮捕。

台 湾
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７日

▲

劉行政院長，預金の全額保護を発表。

９日

▲

中銀，公定歩合を３．２５％へ引き下げ。

▲

馬総統，大法官５人を任命（１１月１日就

任）。

１３日

▲

行政院，緊急株価安定措置を実施（～

２４日）。

１５日

▲

王永慶・元台湾プラ会長，死去。

▲

余政憲・前内政部長，汚職容疑で逮捕。

２０日

▲

張銘清海協会副会長，来訪（～２１日）。

王定宇台南市議らに包囲される（２１日）。

２３日

▲

労工委，雇用促進政策を発表。

２４日

▲

行政院国家発展基金を１兆元規模に

拡大。

２５日

▲

民進党など，６０万人規模のデモ集会

を開催。

２７日

▲

海協会，海基会への書簡で粉ミルク

へのメラミン混入事件を謝罪。

▲

尹�銘経済部長，総統選挙戦中の「すぐ
良くなる」はスローガンにすぎないと発言。

▲

金管会，預金全額保障措置実施。

２８日

▲

陳明文嘉義県長，収賄容疑で逮捕。

２９日

▲

馬総統，連戦国民党名誉主席・元副

総統を APEC特使に任命。

▲
馬総統，台中県・市合併構想に賛同。

▲
中国製卵白粉末，輸入および使用禁止に。

３０日

▲

中銀，公定歩合を３．０％へ引き下げ。

３１日

▲

邱・前行政院副院長，対パプアニュ

ーギニア工作資金着服容疑で逮捕。

１１月３日

▲

陳雲林海協会会長，来訪（～７日）。

航空，海運，郵便，食品安全に関する協議（４

日）および希少動物の交換に合意（５日）。馬

総統に面会（６日）。

４日

▲

蘇治芬雲林県長，汚職容疑で逮捕。

７日

▲

野草莓学運，陳海協会会長訪問時の

警察の取り締まりに対する抗議を開始。

１０日

▲

中銀，公定歩合を２．７５％へ引き下げ。

１１日

▲

陳・前総統，逮捕される。

１４日

▲

立法院，関考試院院長，陳監察院副

院長ら人事案を承認（１２月１日就任）。

▲

立法院，日本政府への慰安婦問題謝罪要

求決議を採択。

１７日

▲

連戦国民党名誉主席，APECペルー

会議に参加（～２８日）。胡中共総書記と会談（２１

日）。

１８日

▲

行政院，消費券配布を閣議決定。

２８日
▲

陳樹以金融監督管理委員会主任委員，

辞任（辞意表明は１９日）。陳冲永豊金融持株会

社会長が後任に。

１２月４日

▲

行政院，集会デモ法修正案を了承。

５日

▲

立法院，消費券条例を可決。

９日

▲

新光三越，北京新光天地をめぐる北

京華聯との紛争につき，香港での仲裁を申請。

▲

WTO政府調達協定に加盟。

１０日

▲

高裁台中支部，李乙廷立法委員（国

民党）の当選を無効とする。

▲

馬総統，国際人権規約の批准に言及。

１１日

▲

台北市警，野草苺学運を自由広場か

ら強制排除。

１２日

▲

最高検，陳・前総統一家と側近７人

を起訴。陳・前総統，保釈される。

▲

中銀，公定歩合を２．０％へ引き下げ。

１５日

▲

両岸三通の全面開始。

１９日

▲

呉国民党主席，訪中。第４回両岸経

済文化フォーラムに出席（２０～２１日）。

２３日

▲

ジャイアントパンダ２頭，到着。

２４日

▲

李慶安立法委員，二重国籍と判明。

２５日

▲

台北MRT板南線，昆陽＝南港開通。

３０日

▲

台北地裁，陳・前総統再拘留を決定。

３１日

▲

台北地裁，力霸破綻事件で創設者の

王又曽一家９人に有罪判決。

▲

史亜平新聞局長，駐シンガポール代表へ。

後任には蘇俊賓桃園県環境保護局長が就任。

▲

胡中国国家主席，『台湾同胞に告げる書』

３０周年記念演説。

２００８年 重要日誌
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立法院 行政院 考試院

総統
副総統

総統府

監察院 司法院

各種委員会 考選（試験任用）部

銓叙（任用考課）部

公務人員保障・
培訓（訓練）委員会

公務人員退休撫
（年金）基金管理委員会

各種委員会

審計（会計　
　検査）部

大法官会議（憲法法廷）

最高法院
高等法院
地方法院等

最高行政法院
高等行政法院

公務員懲戒委員会

内政部

人事行政局
環境保護署

中央銀行
労工委員会

衛生署
農業委員会

大陸委員会
体育委員会

経済建設委員会
海岸巡防署

国家科学委員会
国軍退徐役体所官兵（退役軍人）輔導委員会
原住民族委員会
文化建設委員会

公共工程（事業）委員会
飛航（航空）安全委員会

（地方政府）二重枠で囲まれたものが「地方自治団体」。

公平交易委員会

客家委員会
消費者保護委員会
中央選挙委員会

区公所

区公所

省諮議會
（旧省議会）

行政体系線（指揮命令系統） 政府組織関係線（比較的独立した組織関係）

形骸化された組織

国家通達伝播（通信・放送）委員会

青年輔導委員会
研究発展考核（評価）委員会
原子能（原子力）委員会

故宮博物院
金融監督管理委員会

（中央省庁）

外交部 国防部 財政部 教育部 法務部
経済部 交通部 僑務（華僑）委員会 蒙蔵（モンゴル・チベット）委員会
主計処 新聞局

国家安全会議

国史館
中央研究院

直轄市政府

市議会

市政府
省政府

県・市議会

郷・鎮・市公所

郷・鎮・市民代表会

村・里弁公処県政府

（出所）行政院研究発展考核委員会編『中華民国政府組織與工作』2003年，および行政院（http://www.ey.
　　　gov.tw/）を参照。

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

参考資料 台 湾 ２００８年
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◯２ 国家機関要人名簿

（２００８年１２月末現在）

総統：馬英九 副総統：蕭萬長

総統府秘書長：�春柏
同副秘書長：高朗，�峰偉
発言人（報道官）：王郁�
国家安全会議秘書長：蘇起

同副秘書長：何思因，高長，李海東

同諮詢委員：鍾堅，陳�昇，蔡宏明，
楊永明，�滿容＊

国家安全局長：蔡朝明

中央研究院院長：翁啓恵

国史館館長：林満紅＊

立法院 院長：王金平 副院長：曽永権

（同正・副院長含め，立法委員定数１１３名）

司法院 院長：�英照 副院長：謝在全

（同正・副院長含め，大法官定数１５名）

監察院 院長：王建�，副院長：陳進利
（同正・副院長含め，監察委員定数２９名）

考試院 院長：関中 副院長：伍錦霖

（同正・副院長のほか，考試委員定数１９名）

［以下，内閣］

行政院 院長：劉兆玄 副院長：邱正雄

政務委員：蔡勳雄，朱雲鵬，曽志朗，張進福，

范良銹，陳添枝

内政部長：廖了以 外交部長：欧鴻錬

国防部長：陳肇敏 財政部長：李述徳

教育部長：鄭瑞城 法務部長：王清峰＊

経済部長：尹啓銘 交通部長：毛治国

蒙蔵委員会委員長：高思博

僑務委員会委員長：呉英毅

秘書長：薛香川 副秘書長：陳慶財

中央銀行総裁：彭淮南

主計処主計長：石素梅＊

人事行政局長：陳清秀

新聞局長：史亜平＊ （１２月３１日より蘇俊賓）

衛生署長：葉金川

環境保護署長：沈世宏

（故宮博物院長：周功�＊）

大陸委員会主任委員：�幸媛＊

経済建設委員会主任委員：陳添枝（兼任）

国軍退除役官兵輔導委員会主任委員：高華柱

青年輔導委員会主任委員：王��＊

原子力委員会主任委員：蔡春鴻

国家科学委員会主任委員：李羅権

研究発展考核委員会主任委員：江宜樺

農業委員会主任委員：陳武雄

文化建設委員会主任委員：黄碧端＊

労工委員会主任委員：王如玄＊

公平交易委員会主任委員：湯金全

公共工程委員会主任委員：范良銹（兼任）

体育委員会主任委員：戴遐齢＊

原住民族委員会主任委員：章仁香＊

海岸巡防署長：王進旺

（消費者保護委員会主任委員：邱正雄〔兼任〕）

客家委員会主任委員：黄玉振

中央選挙委員会主任委員：張政雄

金融監督管理委員会主任委員：陳冲

（飛航安全委員会主任委員：呉静雄）

（北美〔北米〕事務協調委員会主任委員：空

席）

（国家通訊伝播委員会主任委員：彭芸）

（注）（１）＊は女性。（２）下線は政務委員。

閣議（行政院会議）の議決権を持つ。

（３）カッコの役職は閣議に列席できな

い。（４）他に，台北・高雄市長が閣議

に列席可能。

２００８年 参考資料
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◯４ 台湾と外交関係のある国（２００８年１２月末現在）

◯３ 主要政党要職名簿

（２００８年１２月末現在）
中国国民党

主席：呉伯雄 栄誉主席：連戦

副主席：江丙坤，�春柏，呉敦義（秘書長兼

任），蒋孝厳，林豊正，曽永権，朱

立倫，黄敏惠＊

民主進歩党

主席：蔡英文＊ 秘書長：王拓

（注） ＊は女性。

国名 国交樹立 備考 国名 国交樹立 備考
オセアニア（６カ国，相互承認関係２カ国） ラテンアメリカ（１２カ国）
ツバル
ソロモン諸島
マーシャル諸島共和国
パラオ共和国
キリバス共和国
ナウル共和国

１９７９．９．１９
１９８３．３．２４
１９９８．１１．２０
１９９９．１２．２９
２００３．１１．７
２００５．５．１４

復交

領事級関係

２００２．７．２３
断交

パナマ共和国
グアテマラ共和国

ハイチ共和国

エルサルバドル

パラグアイ共和国
ホンジュラス共和国

セントビンセント
・グレナディン諸島
ドミニカ共和国
セントクリストフ
ァー・ネビス
ベリーズ
ニカラグア共和国

セント・ルシア

１９５２
１９５４
１９６０
１９５６
１９６５
１９５７
１９６１．６
１９５７．７．８
１９５７
１９６５．５．２０
１９８１．８．１５

１９８３．５．１０
１９８３．１０．９

１９８９．１０．１３
１９９０．１１．６

復交
２００７．５．１

復交

公使館設置
公使館設置
大使級関係
公使館設置
大使級関係
公使館設置
大使級関係

公使館設置
大使級関係

１９８５．１２．７断交

１９８４．５．８国交
１９９７．８．２９断交

パプアニューギニア
フィジー共和国

１９９５．９．２４
１９９６．１０．４

相互承認関係
相互承認関係

ヨーロッパ（１カ国）
バチカン市国 １９４２．７ １９７２年最後の

大使が離任
アフリカ（４カ国）

スワジランド共和国
ブルキナファソ
（旧オートボルタ）
ガンビア共和国

サントメ・プリン
シペ民主共和国

１９６８．９．６
１９９４．２．２

１９９５．７．１３
復交

１９９７．５．６

１９７４．１２．２８
断交

（注）１）パプアニューギニア，フィジー共和国とは相互承認関係にある。
２）（１）を除き，台湾と正式に国交を締結している国は２３カ国。
３）１月１４日にマラウイと断交。

台 湾
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主要統計 台 湾 ２００８年

１ 基礎統計

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
人 口（１，０００人）
労 働 力 人 口（同 上）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為 替 レ ー ト（１ドル＝元）

２２，５２１
９，９６９
－０．２０
５．１７

３４．５７５

２２，６０５
１０，０７６
－０．２８
４．９９

３４．４１８

２２，６８９
１０，２４０
１．６２
４．４４

３３．４２２

２２，７７０
１０，３７１
２．３０
４．１３

３２．１６７

２２，８７７
１０，５２２
０．６０
３．９１

３２．５３１

２２，９５８
１０，７１３
１．８０
３．９１

３２．８４２

２３，０３７
１０，８５３
３．５２
４．１４

３１．５１７
（出所） 行政院主計処ウェブサイト（http : //www.dgbas.gov.tw）。中央銀行ウェブサイト（http : //www.

cbc.gov.tw）。

２ 支出別国内総生産（名目価格） （単位：１０億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
消 費 支 出
政 府
民 間

総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
国内総生産（ GDP）
海 外 純 要 素 所 得

７，７１６
１，４３１
６，２８５
１，９１１
－６２
５，４４４
４，７１５
１０，２９３
２４３

７，８１２
１，４５９
６，３５３
１，９５８
－２２
５，９９９
５，２２８
１０，５２０
３２９

８，１８４
１，４６５
６，７１９
２，４２０
８７

６，９７８
６，６０４
１１，０６６
３７２

８，５２１
１，４９８
７，０２３
２，４３８
１１

７，３５８
６，８７３
１１，４５５
２９１

８，６８３
１，５０５
７，１７８
２，５３１
３１

８，３０４
７，６３３
１１，９１８
３１２

８，９７２
１，５２９
７，４４３
２，６６８
４９

９，２８４
８，３３８
１２，６３６
３３３

９，１５５
１，５５９
７，５９６
２，５４２
７７

９，１７２
８，５８１
１２，３６５
３３２

国民総生産（ GNP） １０，５３６ １０，８４８ １１，４３８ １１，７４６ １２，２２９ １２，９６９ １２，６９７
（注）２００８年は暫定値。
（出所） 行政院主計処ウェブサイト（http : //www.dgbas.gov.tw）。

３ 産業別国内総生産（実質：２００１年価格） （単位：１０億元）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
全 産 業
農 林 水 産 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
電気・ガス・水道
建 設 業
商 業
ホ テ ル ・ 飲 食
運輸・通信・倉庫
金 融 ・ 保 険
不 動 産 業
そ の 他 の 産 業

政 府 サ ー ビ ス
そ の 他 の 生 産 者
（ ＋ ） 輸 入 税
（ ＋ ）付 加 価 値 税

８，７４０
１９１
３１

２，４４１
１９７
２４８

１，６５１
２０９
６７１

１，０７１
８６０

１，１６５
１，１４７
１２１
１２８
１８３

９，０５１
１９１
３０

２，５７１
２０３
２３６

１，６９５
２０９
６９８

１，１２６
８９６

１，１９７
１，１９４
１１８
１３８
１９０

９，６４３
１８４
２９

２，８２１
２１１
２５０

１，８２４
２２１
７５０

１，１７９
９２８

１，２４６
１，２００
１２２
１６２
２１１

１０，０９１
１６９
２８

３，０１８
２２３
２５３

１，９４９
２３６
７８１

１，１９７
９５２

１，２８７
１，２１２
１３０
１６８
２０９

１０，６４０
１７９
２５

３，２３５
２２９
２７０

２，０７０
２５０
８１０

１，２１１
１，００７
１，３５４
１，２２１
１３７
１７２
２０７

１１，３４３
１７６
２７

３，５７０
２３４
２７９

２，１８１
２５７
８２８

１，３１０
１，０５３
１４，３２９
１，２１３
１４１
１７５
２１０

１１，３６３
１７３
２４

３，５３５
２３２
２７２

２，１９９
２５０
８３６

１，２８７
１，０７９
１，４７８
１，２２２
１４９
１６７
１９８

国内総生産（ GDP） １０，３１９ １０，６８１ １１，３３８ １１，８１０ １２，３７６ １３，０８２ １３，０９８
実質GDP成長率（％） ４．６１ ３．５０ ６．１５ ４．１６ ４．８０ ５．７０ ０．１２
（注） 表２に同じ。
（出所） 表２に同じ。

１８０



４ 国・地域別貿易 （単位：１００万ドル）

２００５ ２００６ ２００７ ２００８
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入

中 国 大 陸
香 港
ア メ リ カ
日 本
韓 国
シンガポール
マ レ ー シ ア
タ イ
フ ィ リ ピ ン
ベ ト ナ ム
ド イ ツ
イ ギ リ ス
オーストラリア
そ の 他

４３，６４４
３４，０３６
２９，１１４
１５，１１１
５，８７７
８，０４２
４，２８３
３，８２０
４，３２５
４，１０３
４，４６３
３，２６３
２，３９３
３５，９５８

２０，０９４
２，１１０
２１，１７１
４６，０５３
１３，２３９
４，９６１
５，２１７
２，８８７
２，７９５
７０１

６，１８０
１，７１４
４，７２６
５０，７６６

５１，８０９
３７，３８１
３２，３６１
１６，３００
７，１５４
９，２８０
４，９４１
４，５７７
４，４８４
４，８６９
５，００７
３，５１１
２，７２３
３９，６２０

２４，７８３
１，８８１
２２，６６４
４６，６８４
１５，０００
５，１０６
６，０５２
３，３１７
２，７７６
８５０

６，１３５
１，７８１
５，３４９
６０，７２０

６２，４１７
３７，９８０
３２，０７７
１５，９３４
７，７９４
１０，５０１
５，３９０
５，２００
４，９２２
６，８６１
５，１７５
３，６１８
３，２３３
４５，５７５

２８，０１５
１，８２５
２６，５０８
４５，９３７
１５，１５８
４，７９２
６，１９２
３，６１３
２，２７７
１，０４２
７，０７０
１，９２０
６，１２２
６８，７８１

６６，８８６
３２，６９３
３０，７９６
１７，５６３
８，７０６
１１，６７８
５，５１７
４，９０６
４，７８１
７，９４７
５，７３１
３，６３１
３，４８７
５１，３３４

３１，４１６
１，４９４
２６，３３２
４６，５２５
１３，１８４
４，８３８
６，７９４
３，２５３
２，２５３
１，２１２
７，４８０
１，９１８
８，２９０
８５，８３４

合 計 １９８，４３２ １８２，６１４ ２２４，０１７ ２０２，６９８ ２４６，６７７ ２１９，２５２ ２５５，６５６ ２４０，８２３
（出所） 財政部ウェブサイト（http : //www.mof.gov.tw）。

５ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
経 常 収 支
貿 易 収 支
輸出（ F . O . B ）
輸入（ F . O . B ）
サ ー ビ ス 収 支
受 取
支 払
所 得 収 支
受 取
支 払
経 常 移 転 収 支

２６，３５７
２４，９２０
１３５，２６８
―１１０，３４８

―３，０８４
２１，６３５
―２４，７１９
７，０１３
１０，３３４
―３，３２１
―２，４９２

３０，５０４
２６，１３７
１５０，５９７
―１２４，４６０

―２，４６９
２３，１６６
―２５，６３５
９，５５５
１２，９９１
―３，４３６
―２，７１９

１９，７２８
１７，３６３
１８２，３６２
―１６４，９９９

―４，９４２
２５，７８９
―３０，７３１
１１，１３２
１５，４８５
―４，３５３
―３，８２５

１７，５７８
１９，４５６
１９８，４５６
―１７９，０００

―６，６５３
２５，８２７
―３２，４８０
９，０３９
１７，３９４
―８，３５５
―４，２６４

２６，３００
２４，１９７
２２３，７８９
―１９９，５９２
―３，５４３
２９，２７２
―３２，８１５
９，５８１
１９，３３８
―９，７５７
―９，９３５

３２，９７５
３０，４４５
２４６，５００
―２１６，０５５
―３，７９５
３１，３０７
―３５，１０２
１０，１３２
２３，５００
―１３，３６８
―３，８０７

２５，０２４
１８，１７６
２５４，９４６
―２３６，７７０

―６７８
３３，８７３
―３４，５５１
１０，５０７
２３，８０６
―１３，２９９
―２，９８１

資 本 勘 定
金 融 勘 定
直 接 投 資（ 純 ）
証 券 投 資（ 純 ）
金融デリバティブ（純）
その他投資（純）

誤 差 脱 漏

―１３９
８，７４９
―３，４４１
―８，８２６

―２４２
２１，２５８
―１，３０３

―８７
７，６２８
―５，２２９
―５，１９７

―２１５
１８，２６９

―９５３

―７７
７，１６９
―５，２４７
―４，６６９

―８４３
１７，９２８

―２２５

―１１７
２，３０２
―４，４０３
―２，８５７
―１，００３
１０，５６５
２９３

―１１８
―１９，５９５

２５
―１８，９４０

―９６５
２８５
―５０１

―９６
―３８，６５６
―３，３３８
―４０，０８９

―２８９
５，０６０
１，７５７

―３３４
―１，７７９
―４，８６６
―１２，１６４
１，５８３
１３，６６８
３，３６３

準 備 資 産 増 減 ―３３，６６４ ―３７，０９２ ―２６，５９５ ―２０，０５６ ―６，０８６ ４，０２０ ―２６，２７４
（注） ２００７年は推計値，２００８年は暫定値。
（出所） 中央銀行ウェブサイト（http : //www.cbc.gov.tw）。

台 湾
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６ 中央政府財政（決算ベース） （単位：１００万元）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９
歳 入
税 収
手 数 料 収 入
財 産 収 入
営業利益及び事業収入
そ の 他

１，３６７，５８１
９１６，６２１
５５，３１１
７０，４０７
２８２，９８０
４２，２６２

１，４６３，０３９
１，０６７，７２０
５６，３８２
５２，４１６
２４３，５８６
４２，９３５

１，５４６，８９１
１，０９４，２８２
５７，３００
５８，５３８
２９０，５４４
４６，２２７

１，６３２，５０２
１，２０８，６９９
５７，５３３
５０，８７２
２７１，６３８
４３，７６０

１，６２０，２９７
１，２２９，２６１
５９，０７２
４６，０７３
２４４，１９５
４１，６９６

１，７０５，２０８
１，２９８，１３５
５９，３６８
７３，５５３
２３０，１００
４４，０５２

歳 出
一 般 政 務 費
国 防 費
教育科学文化費
経 済 発 展 費
社 会 福 祉 費
年金・遺族手当費
債 務 費
そ の 他

１，５６５，２２９
１６４，２３５
２４８，９１５
３０２，０５７
２４８，８８８
２８０，１６０
１２３，１１７
１２７，０５５
７０，８０２

１，５６７，２８１
１６５，６０７
２４８，６６２
３０１，４６７
２４７，００８
２８５，７５４
１３０，５３７
１１７，８７０
７０，３７６

１，５３０，２４３
１６７，３８８
２３７，１０１
３０３，１１３
１９３，３３５
３０５，６５０
１３４，５９０
１２３，９９７
６２，１１９

１，５５２，９１７
１７６，３１５
２５６，７１３
３０８，９４３
１９３，３３５
３０５，６５０
１３４，５９０
１２３，９９７
５３，３７４

１，７１１，７１７
１８０，７２２
３２５，６０１
３１６，３７５
２１４，２７９
２９８，２８９
１３５，５３３
１３０，４９６
１１０，４２２

１，８２９，９８９
１７８，７７２
３１５，２２４
３４２，９５８
２６５，２２７
３２７，５０８
１３６，８４１
１３３，３２１
１３０，１３８

（注）２００８年，２００９年は予算ベース。歳入および歳出には中央政府債発行にともなう収入と償却費が
含まれないため，歳入と歳出は一致しない。
債務費は中央政府債の利子支払である。

（出所） 表２に同じ。

７ 産業別対中投資 （単位：件，１，０００ドル）

２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８
件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

全 産 業
農 林 水 産 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
商 業
運 輸 ・ 倉 庫 業
ホテル・飲食業
情 報 業
金 融 ・ 保 険 業
その他サービス業

２，００４
５
１０

１，２８４
２６
３２０
２７
７６
９７
１６
１４３

６，９４０，６６３
３，７２２
３０，８８１

６，２８４，９７１
１６，８１９
１８３，０７０
２０，９７２
２６，６４１
５１，２２２
６９，８７７
２５２，４８８

１，２９７
４
４
９０１
１０
１４３
１４
２６
７９
１４
１０２

６，００６，９５３
７，８９３
３２，５４６

５，２８１，９２１
３１，３２２
２７４，２８８
９９，０３９
３６，２２０
６９，８７７
３５，０６３
１３８，７８４

１，０９０
３
０
７７４
４
１５０
１５
１６
４３
７
７８

７，６４２，３３５
８，９６０
１，１５０

６，６４９，２９１
１４，７３１
３１２，７７８
１０４，７８１
１６，４１０
８１，１６６
８４，４３４
３６８，６３４

９９６
８
０
６５２
１１
１３８
８
１５
６２
１２
９０

９，９７０，５４５
１７，１０４
３，３２０

８，７６５，９９８
３１，４５３
４１１，９０２
３６，１３６３
２５，０９３
１５１，２６９
１１７，９４８
４１０，３２２

６４３
４
０
４０１
７
７２
８
２５
５８
６
６２

１０，６９１，３９０
１５，５５８
８，５０８

８，７６１，１８５
４５，６４３
４９９，１０６
５７，５２７
６８，９６２
３２４，４６５
２５５，６２３
６５４，８１３

（注） 承認ベース。
（出所） 経済部投資審議委員会ウェブサイト（http : //www.moeaic.gov.tw）。
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